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はじめに 

札幌市では、少子化の影響により、児童生徒数の減少とともに１校あたりの学級数が
減少する「学校の小規模化」が進んでいます。 

学校の小規模化が進むと、効果的なクラス替えができず人間関係が固定化する、多様
な価値観に触れる機会が限られる、運動会や学習発表会など大人数で行う教育活動の
効果が限定される、配置される教職員も減るため学校運営に支障が出る等、様々な課
題が生じる可能性があることが指摘されています。 

そのため、札幌市教育委員会では、平成 19年 12月に 「札幌市立小中学校の学校規
模の適正化に関する基本方針」（以下 「基本方針」という。）を策定し、この基本方針に
基づいて学校規模適正化の取組を進めてきました。 

しかし、この約 10年間で札幌市の児童生徒数はさらに減少し、学校施設の老朽化も
進むなど学校を取り巻く情勢も変化しています。そのため、適正な学校規模の考え方
や基準は維持したまま、今後も見込まれる小規模校の増加などに適応できるよう、 「札
幌市立小中学校適正配置審議会」からの答申を踏まえ、基本方針の見直しを行いまし
た。 

子どもたちがたくましく育ち、社会性や協調性のほか、向上心、創造性、多面的思考
や公正な判断力などを身に付けるためには、「集団による学びの力」が非常に大きな役
割を果たします。 

未来を担う子どもたちにとってより良い教育環境を整えるため、札幌市教育委員会
はこの新たな基本方針に基づいて、学校規模の適正化を推進します。
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1 基本方針について 

この基本方針は、小規模化が進む札幌市の小学校と中学校において、学校の小規模
化による教育面や学校運営面の課題を解消し、子どもたちにとってより良い教育環境
を整えるために実施する、学校規模適正化の取組の基本となるものです。

学校規模適正化の取組は、札幌市教育振興基本計画における施策「教育環境の整
備・充実」に位置付けられます。

なお、基本方針における児童生徒数及び学級数は各年度 5月 1日現在とし、分校及
び特別支援学級は除くほか、小規模特認校は、恵まれた自然環境の中で心身の健康増
進を図るとともに、特色ある教育を実践するため例外的に通学区域の弾力的運用を行
う学校であるため、この基本方針の対象には含みません。



3  

２ 札幌市の児童生徒数・学校規模の現状 

（１）児童生徒数の推移 

札幌市は、冬季オリンピック大会の開催や政令指定都市への移行があった昭和 47
年頃から児童生徒数が急増し、昭和 60 年度には約 21 万人まで増えましたが、その
後は年々減少し、今ではピーク時の３分の２以下の約 13万人まで減少しています。 
さっぽろ未来創生プラン策定時に推計した将来推計人口では、出生数の多い年齢層
（25~39 歳）の減少などの要因から年少人口の減少が予測されており、児童生徒数
の減少は今後も続くことが見込まれます。 

（２）１校あたりの児童生徒数の推移 

ピーク時には、小学校は 1校あたり平均 850人、中学校は 1校あたり平均 900
人を超えていましたが、現在では小学校、中学校ともに１校あたり平均 450人を下
回っています。 
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（３）学校規模の推移

小学校は、学校統合による学校規模の適正化を進めていますが、児童数の減少も
続いているため、小規模校1の数は少しずつ増加しています。
一方、中学校は、小規模校の数はほぼ横ばいで推移していますが、6~11学級の
学校は少しずつ増加しており、中学校も小規模化が進行しています。

1 【小規模校】この基本方針においては「４ 適正な学校規模」で定める適正な学校規模を下回る学校を指す。具体的には 12
学級未満の小学校と 6学級未満の中学校が該当する。

3 

3 

2 

3 

3 

4 

2 

1 

11 

12 

16 

30 

31 

35 

32 

39 

29 

43 

67 

93 

112 

109 

114 

112 

64 

86 

90 

79 

62 

55 

48 

40 

61 

41 

24 

4 

1 

4 

6 

9 

0 50 100 150 200 250

昭57

昭62

平4

平9

平14

平19

平24

平29

【小学校】

１～５学級

６～１１学級

１２～１７学級

１８～２４学級

２５学級以上

1 

1 

5 

4 

3 

3 

3 

3 

2 

4 

1 

2 

5 

7 

17 

23 

27 

27 

9 

17 

30 

42 

59 

59 

58 

56 

30 

36 

39 

33 

16 

13 

9 

10 

21 

23 

15 

9 

2 

1 

0 20 40 60 80 100 120

昭57

昭62

平4

平9

平14

平19

平24

平29

【中学校】

１～２学級

３～５学級

６～１１学級

１２～１８学級

１９～２４学級

２５学級以上

（校）

（校）

（年度）

（年度）



5  

３ 学校規模適正化の必要性 

小規模な学校は、家庭的な雰囲気の中で、教員が子どもたち一人ひとりにきめ細かく
関わりやすいなどの長所がある一方で、教育面や学校運営面において、次のような課
題が生じる場合もあります。 
これらの課題を解消し、子どもたちにとってより良い教育環境を整えるためには、学
校規模の適正化を進める必要があります。 

（１）教育面における課題 

●子どもたちの実態に応じたクラス替えが困難であるため、人間関係が固定化し、望
ましい人格形成に必要な集団活動の機会が限定されます。 
●運動会や学習発表会などの学校行事において、種目や演目が限られ、切磋琢磨する
機会が減り、表現の幅が狭まるなど、教育効果が上がりにくくなります。 
●１学年１学級の場合、入学から卒業まで同一学級で過ごすため、子どもたちの役割
が固定しがちになり、学習活動や特別活動において活気が生まれにくくなります。 
●課題別などの小集団を作って授業を進める際に、指導者の確保が困難になります。 
●子どもたちの興味 ・関心に対応した部活動やクラブ活動の設定、指導者の確保が困
難になります。 
●子どもたちの成長の過程においては大人との出会いも重要です。また、教職員の人
数が少ないことで、多面的に子どもたちの良さに気付き、支援する機会が減少しま
す。 
●日々の学校生活の中で、様々な考え方や価値観に出会い、触発を受けることで自分
を見つめ直したり、互いを尊重しながら調整し昇華させたりなど、社会性や協調性、
コミュニケーション能力を伸ばす機会が限られます。 

（２）学校運営面における課題 

●教員の業務内容は、学校規模によって大きく変わらないため、学校規模が小さくな
ることで、相対的に教員一人ひとりの業務負担が増大します。 

●小学校においては同学年の担任同士による相談や授業研究の機会が限られ、中学校
においては専門性を有した教科担任を十分に配置できないことがあります。 

●運動会や修学旅行などの行事において、児童生徒の安全 ・安心の確保や円滑な運営
に必要な体制を整備しにくくなります。 

●ＰＴＡ活動において、保護者数が少ないため、行事運営や組織活動における担い手
が不足しやすくなります。
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４ 適正な学校規模 

本市では、子どもたちの教育面や学校運営面から総合的に検討し、適正な学校規模は
以下のとおりとしています。 

小学校 18～24学級（1学年 3～4学級）、 
少なくとも 12学級以上（1学年 2学級以上）

中学校 12～18学級（1学年 4～6学級）、 
少なくとも 6学級以上（1学年 2学級以上） 

（１）小学校における観点 

●卒業までの６年間で複数回のクラス替えを行うことが一般的であるため、１学年に
３～４学級程度あることで、効果的にクラス替えを実施することができます。 
●教職員の体制が充実することで、同学年の教員による指導面の連携や協力が可能に
なるほか、登下校時や緊急時における体制づくりも行いやすくなります。また、子
どもたちの主体性を育むクラブ活動や委員会活動にも広がりが出てきます。 
●一方、学校規模が大きい場合、体育館や特別教室2など学校施設面での制約が生じ、
カリキュラムの編成や学校行事に影響することもあります。 
●これらの観点を考慮すると、より良い教育環境を実現するためには、１学年３～４
学級程度の学校規模が望まれます。 

（２）中学校における観点 

●学校規模が小さい場合、１人の教員が複数教科を担当する場合が生じるほか、指
導時数が多い国語、社会、数学、理科、英語（以下「5教科」という。）において
１人の教員が複数の学年を担当することで、教科指導業務が増加し、その他の生
徒指導業務や生活指導業務の時間が減るなどの負担が生じることがあります。 

●重要な教育活動の一つである部活動においては、一定の学校規模があることで、
チーム編成がより充実し、指導者もより確保しやすくなります。 

●一方、学校規模が大きい場合、１つの学年の同一教科を複数の教員が指導するこ
とで、授業に関する情報交換や進捗についての調整業務が新たに生じるほか、特
別教室の利用や学校行事の実施に影響することもあります。 
●これらの観点を考慮すると、学年単位での活動が多い中学校においては、５教科
の教員が、それぞれ専門教科の指導において１つの学年を受け持ちやすくなる 1
学年 4～6学級程度の学校規模が望まれます。  

2 【特別教室】理科・図工・音楽など、学習に特別の設備を必要とする教科の授業を行うための設備がある教室のこと。
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５ これまでの成果と課題 

本市では、基本方針策定以降、これまでに 11校において学校規模適正化の取組が完
了し、特に 1学年 1学級に満たない 6学級未満の小学校及び 3学級未満の中学校は、
この 10年間の取組によって 3校減少しています。

また、もみじ台地域や真駒内地域の統合新設校で実施したアンケート調査結果を分
析したところ、8割以上の保護者が、統合後の子どもたちの人間関係や学習意欲の変化
について肯定的な回答をするなど、教育面においても効果が挙がっています。
※ アンケート結果の詳細については、資料編 20、21ページ参照

【真駒内地域の学校統合に関するアンケート調査結果（抜粋）】
【問】統合によって、お子様の人間関係に影響
がみられましたか。（択一回答） 

【問】お子様の学習への意欲に変化はみられま
すか。（択一回答） 

このことから、子どもたちにとってより良い教育環境を整備するためには、今後も学
校規模適正化の取組を進めるべきですが、効果的に進めるためには以下のような課題
や情勢の変化に対応する必要が生じています。

【課題①】少子化に伴う小規模校の増加 

上記の通り、これまで 11校において取組が完了した一方、小規模校の増加が学校
規模適正化の取組の速度を上回っているため、平成 29年度現在で小規模校は基本方
針策定時より 2校増加し、今後もさらなる増加が見込まれています。

また、これまでの基本方針では、小規模校のうち早急に対応が必要な「現在 6学
級未満の小学校」と「現在 6学級未満の中学校」のほか、「12学級未満となる見込
みの小学校で、地理的にその校区が隣接する場合」と「6学級未満となる見込みの中
学校で、地理的にその校区が隣接する場合」を対象校としていました。

地理的に校区が隣接していない小規模校は平成 29年度現在で 15校ありますが、
隣接校の状況にかかわらず小規模校が抱える教育面や学校運営面の課題は同じであ
り、今後はこれらの学校においても取組を検討する必要があります。

また、同様の理由から、徒歩や公共交通機関では通学が困難な地域においても、
取組を検討する必要があります。
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【課題②】小規模校検討委員会の検討期間の長期化と参加者負担の増大 

学校規模適正化の取組にあたっては、検討地域ごとに保護者や地域の方々、学校
関係者などから構成される「小規模校検討委員会」を設置し、具体的な方策を検討
しています。

学校 ・地域 ・行政が連携しながら多角的に検討することで円滑な取組が実現する一
方、統合校の位置などの重要事項をはじめから検討していることに加え、取組地域の
状況が複雑化していることなどに伴い、検討期間が長期化し、検討委員会に参加して
いる方々の負担が大きくなっています。 

検討期間の長期化によって、対象校の更なる小規模化が進むほか、不確定な状態が
長引くことで保護者の方々などの不安を招くこともあるため、今後の取組においては、
できるだけ迅速に検討を進める必要があります。 
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６ 見直しの方向性と内容 

「５ これまでの成果と課題」を受け、札幌市教育委員会では、平成 29年 3月に外
部有識者による 「札幌市立小中学校適正配置審議会」を設置し、基本方針の見直しにつ
いてご審議いただきました。

そして、札幌市教育委員会は審議会からの答申を踏まえ、今後も未来を担う子どもた
ちにとってより良い教育環境を整えていくため、これまでの適正な学校規模の考え方
や基準は維持したまま、次の３つの方向性のもと、基本方針の見直しを行いました。

①学校規模適正化の取組対象校を拡大する
【取組の対象校】
○校区の隣接を求める条件を削除し、適正な学校規模を下回るすべての学校を対象と
することで、取組対象校を拡大します。

【通学区域】
○徒歩や公共交通機関では通学が困難な地域においても、スクールバス3等の導入を検
討することで、学校規模適正化の取組を可能とします。

②少子化に伴う小規模校の増加に対応するため、学校規模適正化の取組を加速させる
【取組地域の設定】
○おおむね 5年ごとに定める地域選定プランによることなく、順次取組地域を設定す
ることで、取組を加速させます。なお、設定にあたっては、すべての学年が 1学級
以下となり、学校規模による課題がより大きいと考えられる６学級以下の小学校及
び 3学級以下の中学校を優先的に検討します。 
○取組を希望する地域からの意見や提案も取組地域の設定にあたって考慮すること
で、取組を加速させます。 

【検討体制】
○「小規模校検討委員会」の名称を実態に合わせて「学校規模適正化検討委員会」に
改めるとともに、検討のたたき台となる案を教育委員会が示すことで、検討のポイ
ントを明確にし、議論の迅速化と参加者の負担軽減を図ります。

③その他、学校を取り巻く情勢の変化と基本方針の適応を図る
【学校施設】
○ 「札幌市市有建築物の配置基本方針」に基づいて、小学校の改築や改修を伴う場
合は、児童会館やまちづくりセンターなどとの複合化を検討します。
○ 「札幌市学校施設維持更新基本計画」に基づき進めている学校の改築や改修時期
にも配慮しながら取組地域を設定することで、施設面からも学校規模適正化によ
る教育効果の発揮を図ります。 

【その他配慮事項】
○ 「札幌市市有建築物の配置基本方針」を踏まえ、使用しなくなる施設の跡活用検
討の考え方を示します。

3 【スクールバス】児童生徒の通学を目的として運行されるバスのこと。
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７ 新たな学校規模適正化の推進方策 

小学校や中学校の小規模化が進む中で、未来を担う子どもたちにとってより良い教育
環境を整えるため、学校の統合または通学区域の変更などによって、次のとおり学校規
模の適正化を進めます。 

（１）取組の対象校 

「４ 適正な学校規模」において定める学校規模を下回るすべての学校を対象とし
ます。 

ア 現在 12学級未満、または 12学級未満となることが見込まれる小学校 
イ 現在 6学級未満、または 6学級未満となることが見込まれる中学校 

（２）取組地域の設定 

次に掲げる観点等を総合的に考慮しながら、順次地域を設定し取組を進めます。 

ア 現在及び将来の学級数 
（6学級以下の小学校及び 3学級以下の中学校を優先的に検討します。） 

イ 隣接校の状況（学校規模・通学区域） 
ウ 通学区域及び地理的条件
エ 取組を希望する地域からの意見や提案 

（３）検討体制 

取組地域ごとに保護者や地域の方々、学校関係者などから構成される 「学校規模適
正化検討委員会」を設置し、学校規模の適正化を進めるための諸事項について、教育
委員会が示す案を基に、学校 ・地域 ・行政が連携しながら具体的な方策を検討します。 

（４）通学区域 

通学区域の設定にあたっては、徒歩による通学を基本とし、徒歩通学の目安は、小
学校はおおむね2㎞以内、中学校はおおむね 3㎞以内としています。 
通学距離が上記を超える場合は、公共交通機関を活用した通学を原則とし、最寄り
駅やバス停からの距離等を考慮し公共交通機関による通学が困難と教育委員会が認
める地域においては、スクールバス等その他の手段も検討します。 
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（５）学校施設 

札幌市における公共施設の長寿命化や複合化の取組を踏まえ、既存の学校施設を可
能な限り活用するとともに、小学校の改築や改修を伴う場合は、１小学校区につき１
館の考え方で進めている児童会館との複合化を検討し、その他まちづくりセンターな
どとの複合化も検討します。 
また、学校の改築や改修時期にも配慮しながら取組地域を設定することで、施設面
からも学校規模適正化による教育効果の発揮を図ります。 

（６）その他の配慮事項等 

ア 地理的条件等への配慮 
取組にあたっては、連合町内会など地域との一体性や区界 ・主要幹線道路 ・河川 ・
鉄道等の地理的条件を考慮しながら進めます。 

イ 通学の安全 
取組によって通学路の変更を伴う場合も、通学路や通学距離の実態を把握し関係
機関と連携するなど、通学の安全確保に配慮します。 

ウ 積極的な周知 
学校規模適正化の取組状況は、保護者への配布物や町内会の回覧、教育委員会のホ
ームページなどを通じて、広く周知します。 
また、学校規模適正化の意義や成果についても積極的に発信することで、市民の理
解を深め、関心を高めながら取組を進めます。 

エ 児童生徒への配慮 
取組にあたっては、児童生徒の意見を聞く機会を設け、また、学校行事を通じた対
象校同士の交流等を行うことで、新たな学校に前向きな気持ちで通えるよう配慮し
ます。 

オ 児童生徒数の動向把握と対応 
宅地やマンション等の開発動向を的確に捉え、児童生徒数を慎重に推計しながら、
学校規模適正化の取組を進めます。 
また、児童生徒数が増加している学校については、推計を注視しながら、必要に応
じて施設の増築や通学区域の変更などを検討します。 

カ 使用しなくなる施設の跡活用検討 
統合後に使用する学校施設が決定したのち、使用しなくなる施設については、全市
的な視点から、民間による活用（売却など）も含めた活用を検討します。 

キ 他の教育施策との整合 
学校規模適正化の取組を進めるにあたっては、札幌市の他の教育施策とも整合を
図ります。  
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８ 基本方針の見直し 

この基本方針は、学級編制基準の改正などの教育制度に変更がある場合や、市民
ニーズの変化などの社会情勢を踏まえながら、必要に応じて見直しを行います。



資 料 編 
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資料１ 札幌市におけるこれまでの学校規模適正化の取組

年月 地域 統合新設校 統合対象校 

平成 11 年 8 月 「札幌市立学校適正規模検討懇談会」設置

平成 12 年 5 月 「札幌市立小・中学校の適正規模及び適正配置について」（意見提言）

平成 16 年 4 月 都 心 部 資生館小学校（⑲・571） 

創成小学校（⑥・108） 

大通小学校（⑥・145） 

豊水小学校（⑥・121） 

曙小学校（⑦・203） 

平成16年12月 「札幌市学校規模適正配置検討懇談会」設置 

平成17年11月 「札幌市の小中学校における学校規模適正配置のあり方について」（意見提言）

平成19年12月 
「札幌市立小中学校の学校規模の適正化に関する基本方針」策定

「札幌市立小中学校の学校規模の適正化に関する地域選定プラン[第 1次]」策定 

平成 23 年 4 月 も みじ台 
もみじの丘小学校（⑭・449） 
もみじの森小学校（⑯・506） 

みずほ小学校（⑦・193） 

もみじ台西小学校（⑬・418）

もみじ台小学校（⑦・190） 

もみじ台南小学校（⑦・222）

平成 23 年 4 月 東 米 里
（米里小学校に統合） 東米里小学校（①・5） 

（米里中学校に統合） 東米里中学校（②・4） 

平成 24 年 4 月 真 駒 内 

真駒内公園小学校（⑬・427） 
真駒内曙小学校（⑪・283） 

真駒内小学校（⑥・166） 

真駒内桜山小学校（㉓・726） 
真駒内南小学校（⑫・316） 

真駒内緑小学校（⑫・418） 

平成 25 年 3 月 「札幌市立小中学校の学校規模の適正化に関する地域選定プラン[第 2次]」策定 

平成 28 年 4 月 豊 滝 （簾舞小学校に統合） 豊滝小学校（②・7） 

平成 31 年 4 月 
上 野 幌 
青 葉

（仮称） 
上野幌南地区新設小学校 

上野幌西小学校（⑥・167） 

上野幌東小学校（⑫・332） 

平成 32 年 4 月 
（ 予 定 ） 

（仮称） 
上野幌・青葉地域北側地区新設小学校

上野幌小学校（⑥・172） 

青葉小学校（⑩・244） 

平成 31 年 4 月 
石 山 
芸 術の森 

石山緑小学校 
石山小学校（⑦・186） 

石山南小学校（⑨・228） 

平成 33 年 4 月 
（ 予 定 ）

（仮称）芸術の森地区新設小学校 
常盤小学校（⑫・329） 

石山東小学校（⑥・119） 

平成 29 年 3 月 「札幌市立小中学校適正配置審議会」設置

平成29年11月 「札幌市立小中学校の学校規模の適正化に関する基本方針の見直し」（答申） 

※ 学校名横、かっこ内の丸数字は学級数、半角数字は児童生徒数（いずれも特別支援学級を除く） 
※ 学級数及び児童生徒数は、統合新設校は統合初年度、統合対象校は統合直前の年度、現在検討中の学校
は平成 29 年度の 5月 1日現在 

※ 学校の新設を伴わない統合は、「統合新設校」の列にかっこ書きで表記
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資料２ 札幌市の人口の将来見通し（各年 10月 1日現在）

出典：さっぽろ未来創生プラン

※「札幌市まちづくり戦略ビジョン」策定時（平成 25 年）に推計した平成 47 年（2035 年）までの
将来人口推計を、平成 72 年（2060 年）まで延長した将来推計人口
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63.8
67.3

68.3
67.9

66.3
63.4

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

220

平27 平32 平37 平42 平47 平52 平57 平62 平67 平72

老年人口（65歳以上）
生産年齢人口（15～64歳）
年少人口（0～14歳）

21.7
20.5

18.9
17.1

15.6 14.6 13.8 12.9 12 11.1

0

5

10

15

20

25

平27 平32 平37 平42 平47 平52 平57 平62 平67 平72

年少人口（0～14歳）

（年度）

（年度）

（万人）

（万人）



15 

資料３ 小学校の規模別状況（平成 29年度） 

大倉山

354

山鼻南

301

幌北

312

新琴似
北

394

新琴似
南

40校 377

北陽

335

新琴似
緑

424

北光

312

栄

361

北

35校 287

本町

323

伏古

390

東橋

306

本郷

311

東白石

30校 401

平和通

379

菊水

394

厚別通

402

上野幌
東

332

厚別東

25校 321

もみじ
の丘

295

もみじ
の森

347

豊平

408

西岡北

314

清田

20校 365

北野

385

北野平

302

平岡 二条

324 477

藻岩 新陽 北九条

319 435 503

常盤
新琴似
西

光陽

15校 329 379 473

藻岩北 拓北 太平

330 412 457

南の沢 太平南
あいの
里西

444 336 428

盤渓 澄川南 札苗 栄北

119 341 387 505

茨戸 藤野南 北園 南郷

136 350 436 457

福移
真駒内
公園

明園 白楊 幌東 篠路 中央

10校 81 380 404 431 461 566 568

中沼 三角山 発寒南 栄西 和光 美園 山鼻 栄東 幌南 日新

141 238 350 388 428 460 505 537 574 623

西白石 苗穂 西野 東光
新川中
央

中の島 鴻城 栄南 資生館 宮の森 新川

173 341 303 389 432 467 486 523 545 649 638

南白石 札幌 発寒東 栄町 屯田南 羊丘 屯田北 開成 新琴似 新光
あいの
里東

188 258 355 382 420 469 483 547 603 601 604

上野幌 上白石 八軒西 伏古北 美香保 東山 大谷地 白石
百合が
原

信濃 元町

172 257 292 423 454 449 491 518 570 585 677

上野幌
西

丘珠 東川下 八軒北 東園 本通
しらか
ば台

東札幌 米里 北白石 小野幌 元町北

５校 167 261 276 388 416 453 473 508 498 540 570 671

あやめ
野

栄緑
ひばり
が丘

平和 みどり 北都 北野台 豊園 共栄 月寒 清田南 西岡南

163 273 312 355 340 411 474 518 527 600 544 664

有明 石山 東苗穂 青葉 厚別西 前田北 三里塚
大谷地
東

八軒 澄川 月寒東 平岸 平岡南
平岡公
園

屯田

94 186 236 244 266 317 374 431 474 472 532 537 621 661 731

美しが
丘緑

簾舞 澄川西 旭
美しが
丘

新陵
二十四
軒

西岡 富丘 琴似 真栄
平岡中
央

真駒内
桜山

西野第
二

北郷 篠路西 清田緑 緑丘

166 181 230 259 268 359 411 432 479 487 470 562 665 667 688 718 851 888

駒岡 藤の沢
平岸高
台

石山南 藻岩南 南 稲積 福井野 平岸西
前田中
央

発寒
手稲鉄
北

山の手 手稲東
手稲中
央

南月寒 川北 伏見 発寒西 札苗北 桑園

84 148 203 228 236 252 300 331 424 450 516 554 529 600 618 672 758 773 846 907 965

定山渓 石山東 北の沢 藤野 前田 新陵東 手稲西 新発寒 手稲北
琴似中
央

西宮の
沢

山の手
南

稲穂 西園
手稲宮
丘

星置東 福住 厚別北 屯田西
手稲山
口

西 札苗緑 円山 幌西

39 119 177 236 248 256 282 362 388 411 480 452 530 535 627 656 713 698 763 842 840 864 919 976

学級数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 2 9 30 31 32 33

校数 0 0 0 1 0 13 4 2 4 6 10 45 17 11 18 10 11 10 11 9 3 4 1 2 3 3 0 2 1 0 0 0 0

校 人

（注）児童数、学級数は平成29年5月1日時点での数値（国立、私立、特別支援学級を除く）

学校規模 学校規模
１～５学級 ６～11学級

39 人 8,155 人
( 0.0%  ) ( 9.3%  )

1 校 39 校
( 0.5%  ) ( 19.4%  )

87,854

4 学級 328 学級
( 0.1%  ) ( 11.3%  )

( 52.5%  )

1,532 学級
( 53.0%  )

学校数 201 児童数

学校規模
12～17学級

112 校
( 55.7%  )

46,144 人

学校規模
18～24学級

40 校

学校規模
25学級以上

9 校
( 19.9%  )

25,460 人
( 29.0%  )

791 学級
( 27.3%  )

( 4.5%  )

8,056 人
( 9.2%  )

238 学級
( 8.2%  )
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資料４ 中学校の規模別状況（平成 29年度） 

柏

505

光陽 新川西

379 506

太平 札苗

360 478

篠路西 元町

384 497

幌東
新琴似
北

栄町

430 452 477

平岸
屯田中
央

日章 新琴似

384 428 475 514

中央 陵陽 東栄 東白石 札幌

331 409 467 462 514

山鼻 宮の森 中の島 米里 厚別 栄南 篠路

294 330 401 436 464 498 583

丘珠 上篠路 新川 平岡緑 西岡北 東月寒 白石 北辰 北陽

219 327 335 410 431 495 511 554 559

中島
あやめ
野

美香保 信濃 北栄 藤野
平岡中
央

真栄 月寒 柏丘 厚別南 啓明

198 222 295 364 376 386 460 493 547 576 595 803

もみじ
台南

北野台 上野幌 西岡 明園 南が丘 真駒内 藻岩 平岡 厚別北 八条 伏見 屯田北

157 224 297 350 333 378 413 442 537 557 585 634 831

福移 簾舞 青葉 石山
真駒内
曙

福井野 北野 西陵 八軒 澄川 宮の丘 陵北 羊丘
あいの
里東

北都 北白石

58 122 210 227 288 328 330 429 452 489 503 539 602 629 644 761

定山渓 手稲西 前田北 常盤
もみじ
台

八軒東 新陵 稲穂 稲積 前田 手稲東 稲陵 星置 西野 栄 手稲 琴似 札苗北 清田 発寒 向陵

18 135 199 222 244 327 319 324 395 442 503 508 564 587 628 672 733 721 788 794 876

学級数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

校数 0 0 2 0 2 4 5 1 6 7 4 12 9 13 8 5 6 3 2 1 1 4 1 1 0 0 0 0

校 人

（注）生徒数、学級数は平成29年5月1日時点での数値（国立、私立、特別支援学級を除く）

５校

10校

15校

生徒数 42,962学校数 97

0 校
( 0.0%  )

0 人
( 0.0%  )

0 学級
( 0.0%  )

10 校
( 10.3%  )

7,623 人
( 17.7%  )

214 学級
( 16.9%  )

56 校
( 57.7%  )

27,336 人
( 63.6%  )

799 学級
( 63.2%  )

16 学級
( 1.3%  )

27 校
( 27.8%  )

7,670 人
( 17.9%  )

235 学級
( 18.6%  )

12～18学級 19～24学級 25学級以上

学校規模 学校規模 学校規模 学校規模 学校規模

１～５学級 ６～11学級

4 校
( 4.1%  )

333 人
( 0.8%  )
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資料５ 小学校配置図（平成 29年度）

【学級数】 
1～５学級 1校
６～11 学級 39 校
12～17 学級 112 校
18～24 学級 40 校
25 学級以上 9校
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資料６ 中学校配置図（平成 29年度）

【学級数】 
1～２学級 0校
３～5学級 4校
6～11 学級 2７校
12～18 学級 5６校
19～24 学級 10 校
25 学級以上 0校
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資料７ 通学距離・学級編制及び定数配置基準

（１）通学距離
小学校 中学校

国 の 基 準 おおむね ４㎞ 以内 おおむね ６㎞ 以内

札幌市の基準 おおむね ２㎞ 以内 おおむね ３㎞ 以内

（２）学級編制基準及び教職員定数配置基準 
「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」を標準とし
て、通常の学級については以下のとおり定めています。

ア 学級編制基準

小学校第１学年 その他の学年

1学級 35人 １学級 40人 
※ 小学校第 2学年及び中学校第 1学年は、1学級 35人等の 「少人数学級実践研究
事業」を実施している（平成 29年４月現在）。

イ 教員定数配置基準

学
級
数

１

２

３

４ ５

６

７ ８ ９ 10 11併
置
校

単
置
校

単 置 校
で 15 人
以 下 又
は 併 置
校で 37
人 以 下

単 置 校
で 16 人
以 上 又
は 併 置
校で 38
人 以 上

100人
以下

101人
以上

小
学
校

２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14

中
学
校

３ ４ ６ ９ ９ 10 11 13 15 16 18 20

学
級
数

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

小
学
校

15 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 28 29

中
学
校

21 22 23 25 26 28 30 31 33 35 36 38 39

※ 上の表は、校長と教員の合計人数を示しており、養護教諭、栄養教諭、学校事務職
員等の教職員は含まれません（特別支援学級のみを設置する分校についても適用）。
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資料８ もみじ台地域の学校統合に関するアンケート調査結果

対  象 もみじの丘小学校及びもみじの森小学校に在籍する 2年生から 6年生のまでの 
児童及びその保護者 

調査時期 平成 24 年 3月 
回答者数 児童 804 人 保護者 547 人

【児童】人数が増えたことで、友達や遊びについて
変わったことはありますか。（複数回答） 

【保護者】統合によって、お子様の人間関係に
影響がみられましたか。（択一回答） 

【児童】運動会や学習発表会 （学芸会）などの行事
の様子は変わりましたか。（複数回答） 

【保護者】お子様の学習への意欲に変化はみら
れますか。（択一回答） 

【児童】授業の様子は変わりましたか。（複数回答） 【保護者】通学距離が延びたことについて、お
子様は慣れたように感じますか。（択一回答） 

56.3%

27.3%

35.3%

11.1%

27.2%

16.6%

1.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

授業が楽しくなった

発表が楽しくなった

多くの意見が
出るようになった

発表をしにくくなっ
た

授業がさわがしく
なった

今までと変わらない

その他

85.0%

41.9%

47.3%

1.7%

8.5%

10.3%

5.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

新しい友達ができた

遊ぶ種類が増えた

遊ぶ回数が増えた

友達が少なくなった

遊び方を決め
にくくなった

遊ぶ回数が減った

今までと変わらない

40.9%

57.7%

7.1%

9.3%

22.8%

2.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

行事に迫力が出た

行事が楽しくなった

行事がやりにくく
なった

意見がまとまり
にくくなった

今までと変わらない

その他

良い影響が
みられた, 
25.8%

どちらかとい
うと良い影響
がみられた, 
61.5%

どちらかとい
うと悪い影響
がみられた, 
11.4%

悪い影響が
みられた, 
1.3%

良い影響が
みられた, 
19.1%

どちらかとい
うと良い影響
がみられた, 
69.8%

どちらかとい
うと悪い影響
がみられた, 
10.4%

悪い影響が
みられた, 
0.7%

慣れた, 
52.8%

まあまあ慣れた, 
40.9%

あまり慣れて
いない,
4.4%

慣れていない, 
1.9%
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資料９ 真駒内地域の学校統合に関するアンケート調査結果

対  象 真駒内公園小学校及び真駒内桜山小学校に在籍する 2年生から 6年生のまでの 
児童及びその保護者 

調査時期 平成 25 年 3月 
回答者数 児童 954 人 保護者 920 人

【児童】人数が増えたことで、友達や遊びについて
どのように変わりましたか。（複数回答） 

【保護者】統合によって、お子様の人間関係に
影響がみられましたか。（択一回答） 

【児童】運動会や学習発表会 （学芸会）などの行事
の様子は変わりましたか。（複数回答） 

【保護者】お子様の学習への意欲に変化はみら
れますか。（択一回答） 

【児童】授業の様子は変わりましたか。（複数回答） 【保護者】通学距離が延びたことについて、お
子様は慣れたように感じますか。（択一回答） 

53.4%

25.9%

41.5%

11.8%

38.5%

14.9%

3.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

授業が楽しくなった

発表が楽しくなった

いろいろな意見が
出るようになった

発表しにくくなった

さわがしくなった

今までと変わらない

その他

84.9%

37.3%

47.2%

1.9%

12.1%

9.0%

6.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

新しい友達ができた

遊ぶ種類が増えた

遊ぶ回数が増えた

友達が少なくなった

遊び方を決め
にくくなった

遊ぶ回数が減った

今までと変わらない

46.8%

60.3%

10.2%

12.4%

16.8%

4.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

迫力が出た

楽しくなった

やりにくくなった

意見がまとまり
にくくなった

今までと変わらない

その他

良い影響が
みられた, 
20.9%

どちらかとい
うと良い影響
がみられた, 
64.5%

どちらかとい
うと悪い影響
がみられた, 
13.2%

悪い影響が
みられた, 
1.4%

良い影響が
みられた, 
11.8%

どちらかとい
うと良い影響
がみられた, 
72.8%

どちらかとい
うと悪い影響
がみられた, 
14.1%

悪い影響が
みられた, 
1.3%

慣れた, 
40.9%

まあまあ慣れた, 
47.2%

あまり慣れて
いない, 
8.3%

慣れていない, 
3.6%
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